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「産業廃棄物管理票交付等状況報告」 

の手引き 

令和4年4月 

福岡県 

環境部      監視指導課 

企画・地域振興部 情報政策課 

 

 

※ご注意 

事業場の所在地が北九州市、福岡市、久留米市の場合は、報告書の

提出先が、それぞれの市役所になります。この手引きにあるインター

ネット申請では報告できません。 
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１ 産業廃棄物管理票交付等状況報告とは 

 

 産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）を交付したすべての事業者（２次マニフェストを交付した中間処

理業者を含む。）には、事業場ごとに、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の１年間におい

て交付した産業廃棄物管理票の交付等の状況に関し、報告書を作成し、当該事業場の所在地を管轄する都

道府県知事等に提出することが義務づけられています。 

   

令和４年度は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの１年間に交付した産業廃棄物管理票

（令和３年度交付分）が対象となり、令和４年度以降も毎年度同様の取扱いとなります。 

 

なお、電子マニフェストの利用分については、本報告は必要ありません。 

 

 

＊ 報告は、県のホームページからインターネット申請にて行うことができます。 

→報告方法は、３ページ～１８ページを参照の上、 

【利用者ＩＤ登録】→【報告】の順に行ってください。 

＊ 紙の様式による報告も受け付けますが、提出後のデータ処理で読み間違い等が生じることがありま

すので、できるだけインターネット申請による報告をお願いします。 

→紙による報告方法は、１９ページ参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈マニフェスト制度とは〉 
 
 排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、廃棄物の種類、数量、収集運搬業者名、処分業

者名などを記載したマニフェストを交付し、処理終了後に処理業者から処理終了の旨を記載したマ

ニフェストを受けることにより、委託内容どおり適正に処理されたことを把握・管理する制度です。 

 紙マニフェストと電子マニフェストがあります。 

 

〈電子マニフェストとは〉 
 
 マニフェスト情報を電子化し、排出事業者、収集運搬業者、処分業者の三者が情報処理センター

（（公財）日本産業廃棄物処理振興センター）を介したネットワークでやりとりする仕組みです。 

 紙マニフェストに比べ、事務処理の効率化、法令の遵守、データの透明性の点から大いにメリッ

トがあります。 

 また、電子マニフェストの利用分については、情報処理センターが、その登録状況を集計して管

轄する都道府県知事等に報告するため、事業者自らが報告する必要はありません。 

 電子マニフェストの加入申し込み等については、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターのホー

ムページ（http://www.jwnet.or.jp）をご覧ください。 

排出事業場の所在地が北九州市、福岡市、久留米市の場合は、報告書の提出先が、そ

れぞれの市役所になります。この手引きにあるインターネット申請では報告できません。 

各お問い合わせ先（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

北九州市環境局環境監視部産業廃棄物対策課   ０９３－５８２－２１７７ 

福岡市環境局環境監理部産業廃棄物指導課    ０９２－７１１－４３０３ 

 久留米市環境部廃棄物指導課          ０９４２－３０－９１４８ 
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２ インターネット申請を行うには 

（１）手続の流れ 

 

 

         ・４ページの「利用者ＩＤ登録の手順」を参照の上、利用者ＩＤ登録をしてください。 

         

 

・８ページの「報告の方法」を参照の上、事業者が排出された廃棄物の情報を 

入力し、送信してください。 

（送信前に印刷できますので、閲覧用にご利用ください。） 

 

 

        ・申請データが福岡県に到達したことをお知らせします。 

        ・受付番号・問合せ番号をメモしておいてください。 

         （「印刷」ボタンをクリックすると、表示される画面を印刷できます。） 

 

 

・県から受付終了のメールが届いたら終了です。 

（２）パソコン動作環境の確認 

以下の環境を備えた、インターネットに接続できるパソコンを準備してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備ができたら、次ページ以降を参考に利用者ＩＤの登録をします。 

《参考》大文字／小文字と全角／半角 

パスワードを登録する際に、上記の区別がつかないまま登録してしまいますと、電子申請システ

ムにログインできないということが起こります。入力するときは、以下の区別が必要です。 

※ IDは、登録時に自動で割り振られます。 

(１) 大文字／小文字 

  Aa Bb Cc Dd Ee Ff Gg Hh Ii Jj Kk Ll Mm  
Nn Oo Pp Qq Rr Ss Tt Uu Vv Ww Xx Yy Zz 

※以下のような場合は、ログインできません。 

例）パスワード設定時 fukuoka    ログイン時 FUKUOKA 

(２) 全角／半角 

 日本語入力システム（MS-IME(マイクロソフト社製)やATOK(ジャストシステム社製)）を有効

にして文字を入力すると、全角文字が入力されます。ＩＤとパスワードは半角である必要があ

るので、登録の際は日本語入力システムを無効にしてください。 

利用者ＩＤ登録 

 

産業廃棄物管理票交付等状況報告の入力 → 送信 

 

到達のお知らせの受信 → 受付番号・日付の控え 

受付終了のお知らせメール 

※必要な動作環境 

ソフトウェア  ＯＳ 下記のいずれか 

＜PC＞ 

  ・Microsoft Windows 7（ESU適用端末のみ） 

  ・Windows8.1（ModernUI 除く） 

  ・Windows10（タブレットモード除く） 

 ・Mac OS 10.12/10.13 

＜タブレット等モデルデバイス＞ 

  ・iOS  ・Android 

ブラウザ 下記のいずれか 

・Internet Explorer 11.0（Windows 7、Windows 8.1、Windows 10の場合） 

・Microsoft Edge ・Mozilla Firefox  ・Google Chrome  ・Apple Safari  
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（３）利用者情報の登録 

① 福岡県ホームページのトップ画面 

（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/） 

から「目的から探す」→「電子申請」を 

クリックします。 

 

 

 

 

② 「ふくおか電子申請サービス」が表 

示されます。これが福岡県インターネ 

ット申請のトップページです。まず、 

「はじめて利用する方へ」をご覧くだ 

さい。 

 

 

③ 右図の画面に戻りの「利用者登録は 

 こちら」をクリックしてください。 

 

 

④ 利用者登録画面が表示されますので、利用規約を確認いただき、次ページ移行を参考に必要事項を

入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者登録画面で入力していただく内容は、個人・法人によって異なります。 

（個人・法人の区別は利用者登録画面の最初の設問で表示されます。） 

  ◆個人の場合・・５ページ    ◆法人の場合・・６ページ 

をご覧ください。 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/
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⑤ 利用者登録画面が表示されますので、以下の説明を参考に各項目に入力してください。 

【個人の場合】 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姓名 
産業廃棄物の排出者の姓名を正しく登録

してください 

 

 

郵便番号、住所 
産業廃棄物の排出者について入力してく

ださい。 

メールアドレス 
県からの連絡先として使用します。 

必ず正しく登録してください。 

※携帯メールをご利用いただけます。 

（ドメイン指定受信をしている場合は、

「pref.fukuoka.lg.jp」を指定対象に追加し

てください。） 

入力後、「次へ」ボタンをクリック

してください。 
※入力事項に誤りがある場合は、エラーが

出ますので表示に従って修正してくだ

さい。 

個人/法人区分 

（個人）を選択してください。 

利用者登録の結果が表示されました

ら利用者IDがメールで通知されます

ので、メールの説明に従って最終確

認をしてください（７ページ参照）。 

→→→ １１ページへ 

お名前 

利用者の名前を入力してください。 

※ログイン後にページに表示される名前（ニック

ネームのため、申請内容には影響しません。 

パスワード 

任意のパスワードを半角６文字以上で入力してく

ださい。 

※利用開始時に必要となりますので、控えておく

ようお願いします。 

住所、電話番号、FAX番号等 
産業廃棄物の排出者について入力してく

ださい。 

「個人」で登録する場合は、「法人の場合

の情報」は入力不要です。 

確認画面が表示されますので、内

容に間違いが無ければ「利用規約

に同意して登録する」ボタンをク

リックしてください。 
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【法人の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

確認画面が表示されますので、内

容に間違いが無ければ「利用規約

に同意して登録する」ボタンをク

リックしてください。 
 

誤入力が多いのでご注

意ください！ 

個人/法人区分 

（法人）を選択してください。 

企業や団体の名称（漢字・カナ） 
事業者の情報を入力してください。 

郵便番号、住所 
産業廃棄物の排出者について入力してく

ださい。 

メールアドレス 
県からの連絡先として使用します。 

必ず正しく登録してください。 

※携帯メールをご利用いただけます。 

（ドメイン指定受信をしている場合は、

「pref.fukuoka.lg.jp」を指定対象に追加し

てください。） 

お名前 

利用者の名前を入力してください。 

※ログイン後にページに表示される名前（ニック

ネームのため、申請内容には影響しません。 

パスワード 

任意のパスワードを半角６文字以上で入力してく

ださい。 

※利用開始時に必要となりますので、控えておく

ようお願いします。 

住所、電話番号、FAX番号等 
産業廃棄物の排出者について入力してく

ださい。 

「法人」で登録する場合は、「個人の場合

の情報」は入力不要です。 

代表者名（漢字・カナ）、部署等 
必要に応じて入力してください。 

利用者登録の結果が表示されました

ら利用者IDがメールで通知されます

ので、メールの説明に従って最終確

認をしてください（７ページ参照）。 

→→→ １１ページへ 

入力後、「次へ」ボタンをクリック

してください。 
※入力事項に誤りがある場合は、エラーが

出ますので表示に従って修正してくだ

さい。 
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（４）利用者情報の本登録 

① 登録が完了したら、利用者IDお知らせするメールが届きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② メールに記載されている「【確認ページ】」のＵＲＬをクリックし、開いた画面で、先に登録した利

用者ＩＤと、パスワードを設定してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上で、利用者登録は完了です。 

 

つづいて、「産業廃棄物管理票交付等状況報告」の入力を行います。 

 

パスワード 

先に登録したパスワードを入

力してください。 

メールに記載されている

利用者ＩＤ 

ID、パスワード入力後「次へ」

を押してください。 

ID、パスワード確認後「次へ」

を押してください。 
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３ 報告の方法（インターネット申請の場合） 

（１）新規の場合 

① 福岡県ホームページのトップ画面 

（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/） 

から「目的から探す」→「電子申請」を 

クリックします。 

  

 

 

② 「ふくおか電子申請サービス」画面が表示されますので、「福岡県」を選択してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「キーワード検索」の入力欄に、「産業廃棄物管理」と入力して「検索」ボタンをクリ

ックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 入力した言葉を名称に含む手続が一覧で表示されますので、「産業廃棄物管理票交付等

状況報告」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/
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⑤ 画面が変わったら、「電子申請」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ログイン画面が表示されますので、利用者ＩＤとパスワードを入力し、「ログイン」ボ

タンをクリックします。 
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⑦ ログインすると、申請内容入力画面が表示されますので、次を参考にして各項目を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用者ＩＤの登録は終わって

いますか？ 

まだの場合はこの手引き４～

７ページ「（３）～（４）」を参

考に登録してください！ 
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次ページにつづく 

＊報告年度 

報告対象となる年度を記入し

てください。 

(例：令和４年４月～６月に報

告するのは令和３年度の内容

です) 

＊報告年月日 

報告する日の日付を入力して

ください。 

＊事業場の名称 

産業廃棄物の処理委託契約

を本社等で一括して行ってい

る場合でも、支店や工場等の所

在地で産業廃棄物を排出し、処

理業者へ引き渡している場合

は、各支店や工場等の単位で報

告書を取りまとめてください。 

＊業種 

日本標準産業分類（平成25年

10月改定）における「中分類」

か ら の 選 択 に な り ま す 。

（P27,28参照） 

複数の業種を営んでいる場

合は、業種ごとに報告書を取り

まとめることが可能な場合を

除き、主要業種の業種を選択し

てください。 

 

図の矢印部分をクリックす

ると、コンボボックスの選択項

目が開きます。コンボボックス

は、スクロールさせることがで

きますので、該当する業種を選

択してください。 

 
産業分類改定(第１３回改

定)の詳細は、総務省のホーム

ページを確認してください。 

http://www.soumu.go.jp/toukei_to

ukatsu/index/seido/sangyo/H25in

dex.htm 

「参考：改定点（日本標準産業分

類の分類項目新旧対照表」 

 「必須」の表記がある項目は必ず入力する項目です。入力もれがないように注意してください。 

 

 

 

 

 

 

一つの画面を表示してから60分を経過すると、自動的にシステムからログアウトします。入

力した内容が消えてしまいますので、ある程度入力したら、画面右上の「データ保存」ボタン

で保存してください。 
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次ページにつづく 

＊産業廃棄物の種類 
（「［21］産業廃棄物の種類」を入

力することで、付随する設問が表

示されます。） 

廃棄物処理法による分類に

基づき、産業廃棄物、特別管理

産業廃棄物の中から、一つだけ

廃棄物を選択してください。 

 複数の産業廃棄物の種類か

らなる一体不可分の産業廃棄

物のうち、建設等工事から発生

したものは、22の「建設系混合

廃棄物」を選択してください。 

 建設系以外のものは、23の

「その他混合廃棄物」又は24の

「廃電気機械器具」（パソコン、

蛍光灯、自動販売機等が該当）

を選択してください。 

 なお、「その他混合廃棄物」

の横の記入欄には、「シュレッ

ダーダスト」、「乾電池」、「机」、

「椅子」等の一般的な名称を入

力してください。 

  産業廃棄物に「石綿含有産

業廃棄物」「水銀使用製品

産業廃棄物」「水銀含有ば

いじん等」が含まれる場合

は、□にチェックを入れて

ください（□をクリックす

る。）。 

  今後、産業廃棄物の種類が

変更されたり、追加された

場合は、25（特別管理産業

廃棄物の場合は19）の「そ

の他」を選択のうえ、横の

記入欄にその種類を入力

してください。 

＊排出量 

 各事業者で管理している有

効数字（１トン単位、10トン単

位等）で報告していただいてか

まいませんが、最小値は小数点

第３位（1kgまで）として入力

してください。 

 体積の単位で排出している

産業廃棄物について、自社で換

算係数を定めていたり、算出で

きる場合は、その値からトンへ

換算して入力してください。 

 特に換算係数を定めていな

い場合は、２９ページに記載し

ている換算係数（参考値）を参

考に算出してください。 

＊事業場の所在地 

市郡町村名を選択し、字名・番地

以降を入力してください。 

＊電話番号 

事業所の電話番号を

入力してください。 

＊管理票の交付枚数 

今回の報告に用い

た管理票の交付枚数

を記入してください。 
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＊運搬先の住所 

運搬受託者が運搬する最

終目的地（中間処理施設）の

所在地を入力してください。

同一業者が積替え保管し運

搬する場合も、最終目的地

（中間処理施設）の所在地を

入力してください。 

運搬受託者の許可番号 

運搬先が福岡県が管轄す

る区域以外の場合であって

も、福岡県の許可番号を入力

してください。 

また、運搬受託者が複数に

わたる場合は、運搬受託者

(２)～(４)についても、忘れ

ずに入力してください。 

処分場所の住所 

最初に処分される場所（一

般的には中間処理施設）の所

在地になりますが、通常は、

運搬先の住所と同一ですの

で、その場合は入力する必要

はありません。 

区間運搬受託者又は再受託

者(2)～(4) 

区間を区切って運搬を委

託した場合又は受託者が再

委託を行った場合には、区間

ごとの運搬受託者又は再受

託者についてすべて記入し

てください。 

※「許可番号」を入力するこ

とでその他の項目が表示さ

れます。 

データ保存 

 次の報告に流用するため、「次

へ」ボタンをクリックする前

に一度データを保存しておい

てください。 

※「申請書一時保存」をする際

は、必須項目をすべて入力し

ている必要があります。 

提出先 
提出する保健福祉環境事

務所を選択してください。

(１９ページに保健福祉環境

事務所と管轄区域の一覧を

載せています。) 

全ての項目の入力が終わったら、「次へ」ボタンをクリックしてください。 
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 ⑧ 入力漏れ等がなければ、「送信内容確認」画面が表示されます。「申請書表示」ボタンをクリックすると、

PDFで入力した内容が転記された申請書が表示されますので、送信前の最終確認をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 問題がなければ、「送信」ボタンをクリックします。 

修正が必要な場合は、「戻る」ボタンをクリックして必要な箇所を修正してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

送信に少し時間が

かかる場合があり

ます。 

しばらくおまちく

ださい。 

 

「送信」ボタンをクリックすると、報告データが県に送られます。送信前に入力内容を十分

確認の上、入力ミス等がないようくれぐれもご注意ください。 

 

入力内容を修正する場合は、

「戻る」を押してください。 
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⑩ 送信した報告書が福岡県に届いたら、「送信完了」画面が表示されます。 

画面左下の「申請書控え保存」ボタンをクリックすると、申請書をPDFでダウンロードできますので、印 

刷する等して保存してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 到達確認のメールが届きます。 

  メールに記載されている「受付番号」は、問い合わせする際等に必要となりますので、控えておくよ

うにしてください。 

 

 

 

 

  

（参考）画面の印刷方法 

画面の左上のメニュー、「ファイル」から「印刷（ｐ）」
を選択してください。 

 

 

 

 

「ファイル」→「印刷(p)」 

「受付番号」は、問い合わせする際

に必要となりますので、控えてお

いてください。 

「申請書控え保存」ボタンをクリッ

クすると、申請書をPDFでダウン

ロードできます。 

印刷して保存してください。 

この画面が表示

されたらＯＫ！ 
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（２）福岡県での受付処理が終わったら 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注意 

 県で申請の受付処理を完了した後で、報告を再提出される場合は、備考欄に当初報告時

の「受付番号」を必ず入力のうえ、再度申請を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県での報告の受付が終わったら、受付が終了したことをお知らせするメールが届きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、提出内容に訂正が必要な場合は、「補正通知発行のお知らせ」というメールが届きます。 

この場合、まだ受付処理は終わっていませんので必要箇所を修正して再度報告を送信してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付処理終了のお知らせ 

 

令和○年○月○日 ○時○分○秒に到達し

た申請に関するお知らせを発行しました。 

 

余裕を持って

報告してくだ

さい！ 

手続は 

インターネット

で！ 

操作方法が分からない

場合はヘルプデスクに

お電話を！（P30参照） 

Tel：０９２－６３１－１

０５６ 



１７ 

 

（３）報告が複数件ある場合 

※ １３ページの方法で申請時にデータ保存をしていない場合は、通常通り入力してください。 

① ふくおか電子申請サービストップ画面から、利用者ID（４ページで登録したもの）を使用してログイン

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 画面左の「申請履歴を確認する」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 検索結果から引用したい申請を確認し、「詳細」をクリック 

 

 

 

 ④ 詳細の画面が開くので、画面下の「再利用申請」をクリック 
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④ 再利用申請の画面が開くので、「はい」をクリックすることで、引用した申請の内容があらかじめ設問

に入力されて表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あとは新規の場合と同じです。  

修正が必要な事項は忘れ

ずに入力しなおしてくだ

さい。 
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４ 報告の方法（紙の様式により報告する場合） 

（１）様式の入手方法 

 ９ページの⑤の画面の「手続案内」画面の下方にある、様式（様式第３号）をダウン

ロードしてご利用ください。 

 

（２）記入方法 

報告書の記入方法については、この手引きの２０ページから２１ページを参照して記

入してください。 

 

（３）提出先 

内容を記入したら、排出事業場のある区域を管轄する各保健福祉環境事務所（下表参

照）に提出してください（郵送の場合の送料はご負担ください。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お願い 

紙による報告も受け付けておりますが、インターネットが利用できる環境があ

る場合は、できるだけインターネットでの報告をお願いいたします。 

提出先一覧 

所 属 名 住所 担当課（係） 電話番号 管轄区域 

筑紫保健福祉環境

事務所 

〒816-0943 

大野城市白木原3-5-25 

筑紫総合庁舎内 

環境指導課 092-513-5612 

筑紫野市、春日市、大野城市

、太宰府市、糸島市、那珂川

市 

宗像・遠賀保健福

祉環境事務所 

〒811-3436 

宗像市東郷1-2-1 

宗像総合庁舎内 

環境指導課第１係 

0940-36-6322 

古賀市、糟屋郡 

環境指導課第２係 
中間市、宗像市、福津市、遠

賀郡 

嘉穂・鞍手保健福

祉環境事務所 

〒820-0004 

飯塚市新立岩8-1 

飯塚総合庁舎内 

環境指導課第１係 0948-21-4812 直方市、宮若市、鞍手郡 

環境指導課第２係 0948-21-4813 飯塚市、嘉麻市、嘉穂郡 

環境指導課第３係 0948-21-4814 田川市、田川郡 

北筑後保健福祉環

境事務所 

〒839-0861 

久留米市合川町1642-1 

久留米総合庁舎内 

環境課環境指導係 0942-30-1058 
小郡市、うきは市、朝倉市、

朝倉郡、三井郡 

南筑後保健福祉環

境事務所 

〒834-0063 

八女市本村25 

八女総合庁舎内 

環境指導課 0943-22-6964 

大牟田市、柳川市、八女市、

筑後市、大川市、みやま市、

三潴郡、八女郡 

京築保健福祉環境

事務所 

〒824-0005 

行橋市中央1-2-1 

行橋総合庁舎内 

環境課環境指導係 0930-23-2380 
行橋市、豊前市、京都郡、築

上郡 

 ※ 正式名称は「福岡県筑紫保健福祉環境事務所」となります（以下の事務所もこの例と同様）。 
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記入例 
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５ Ｑ＆Ａ 

 

Q１ どのような場合に、誰が、いつ、報告しなければならないのですか？ 

 

Ａ１  前年度に産業廃棄物を排出し、紙マニフェストを交付した場合に、その事業者は、

次年度の４月から６月までの間に、産業廃棄物の排出量や紙マニフェストの交付枚数

にかかわらず、前年度分の報告を行う必要があります。また、２次マニフェストを交

付した中間処理業者も同様に報告する必要があります。（廃棄物処理法第12条の３

第7項） 

 

 

Q２ 電子マニフェストを利用した場合も報告するのですか？ 

 

Ａ２  電子マニフェストを利用した場合は、報告する必要はありません。 

なお、電子マニフェストを導入している事業者であっても、一部の産業廃棄物の処

理について、紙マニフェストを交付した場合は、その交付分について報告を行う必要

があります。 

 

 

Q３ 報告書のとりまとめは、どのような単位で行うのですか？ 

 

Ａ３  廃棄物を排出した事業場（マニフェスト記載欄の「事業場（排出事業場）」）ご

とに報告書をとりまとめる必要があります。 

ただし、建設現場など、設置が短期間であり、又は所在地が一定しない事業場が福

岡県の管轄区域内（北九州市、福岡市及び久留米市の３市を除く福岡県内全域）に２

以上ある場合には、これらを１つにとりまとめてください。この場合、とりまとめる

のは福岡県の管轄区域内のみです。北九州市、福岡市及び久留米市の事業場について

は、それぞれの市に報告する必要があります。 

 

 

Q４ １枚のマニフェストで、複数の産業廃棄物の種類欄にチェックして産業廃棄物

を排出している場合、報告書の記載方法はどうなるのですか？ 

 

Ａ４  排出段階で分別されているものを排出する場合は、委託業者や運搬先（処分

場所）が同じであっても、産業廃棄物の種類ごとにマニフェストを交付する必要があ

りますので、今後は運用を見直してください。令和元年度交付分の報告については、

その内容により、「建設系混合廃棄物」、「その他混合廃棄物（シュレッダーダスト）」、

「廃電気機械器具」等と記載してください。ただし、委託業者や運搬先（処分場所）

が違う場合は、それぞれを分けて報告してください（この点は、排出段階で分別され

ていないものも同様です。）。 
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Q５ 報告内容が重複する「処理実績報告書」も提出する必要がありますか？ 

 

Ａ５ 産業廃棄物のうち、「特別管理産業廃棄物」を排出する事業場を設置している事業

者には、平成１９年度まで、前年度分の処理実績の報告を求めていましたが、報告内

容が重複するため、本県は規則を改正し、「処理実績報告書」を提出する義務はなく

なりました。 

なお、特定の産業廃棄物処理施設がある事業場を設置している事業者及び処理業者

は、今までどおり「処理実績報告書」の提出が必要です。 

 

 

Q６ 報告を行わないとどうなるのですか？ 

 

Ａ６ 決められた期間内に報告を行わなかった場合、県は、報告を行うよう勧告し、勧告

に従わない場合は、その旨を公表することができます。さらに、公表後、正当な理由

なく報告を行わない場合は、報告を行うよう命ずることができます（廃棄物処理法第

12条の６）。 

この命令に違反した場合は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処され

ます（廃棄物処理法第２７条の２第１１号）。 

 

 

Q７ 報告後、入力間違いに気づいた場合、どうしたらいいですか？ 

 

A７ 県から受付確認のメールが届く前であれば、直ちに提出先の保健福祉環境事務所に

電話連絡して、補正指示を出してもらうようにしてください。 

   受付確認のメールが届いた後に気づいた場合は、再度電子申請システムから報告し

てください。この場合、再提出する報告がどの報告の内容を修正したものなのか、修

正したい当初報告の「受付番号」を備考欄に必ず入力してください。 

 

 

Q８ 利用者ＩＤは変更できますか？  

 

A８ 利用者ＩＤの変更はできません。 

 

 

Q９ パスワードの変更はできますか？ 

 

A９ できます。 

１７ページ②の「ふくおか電子申請サービス」ログイン後の画面の「パスワード変

更」から変更してください。パスワードは定期的に変更することをお勧めします。 
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６ 関係法令及び資料 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜すい） 

（昭和45年法律第１３７号） 

 

（目的）  

第一条  この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

 

（産業廃棄物管理票）  

第十二条の三  その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者（中間処理業者を含む。）

は、その産業廃棄物（中間処理産業廃棄物を含む。第十二条の五第一項及び第二項にお

いて同じ。）の運搬又は処分を他人に委託する場合（環境省令で定める場合を除く。）

には、環境省令で定めるところにより、当該委託に係る産業廃棄物の引渡しと同時に当

該産業廃棄物の運搬を受託した者（当該委託が産業廃棄物の処分のみに係るものである

場合にあつては、その処分を受託した者）に対し、当該委託に係る産業廃棄物の種類及

び数量、運搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他環境省令で定める事項を記載

した産業廃棄物管理票（以下単に「管理票」という。）を交付しなければならない。 

２～６（略） 

７ 管理票交付者は、環境省令で定めるところにより、当該管理票に関する報告書を作成

し、これを都道府県知事に提出しなければならない。 

８～1１（略） 

 

（勧告及び命令）  

第十二条の六  都道府県知事は、第十二条の三第一項に規定する事業者、運搬受託者又は

処分受託者（以下この条において「事業者等」という。）が第十二条の三第一項から第

十項まで、第十二条の四第二項から第四項まで又は前条第一項から第四項まで、第六項、

第七項及び第十一項の規定を遵守していないと認めるときは、これらの者に対し、産業

廃棄物の適正な処理に関し必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。  

２ 都道府県知事は、前項に規定する勧告を受けた事業者等がその勧告に従わなかつたと

きは、その旨を公表することができる。  

３ 都道府県知事は、第一項に規定する勧告を受けた事業者等が、前項の規定によりその

勧告に従わなかつた旨を公表された後において、なお、正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかつたときは、当該事業者等に対し、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。  

 

（政令で定める市の長による事務の処理）  

第二十四条の二  この法律の規定により都道府県知事の権限に属する事務の一部は、政令

で定めるところにより、政令で定める市の長が行うこととすることができる。 

２～３（略） 

 

 



２５ 

 

第二十七条の二  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の

罰金に処する。 

一～十（略） 

十一 第十二条の六第三項の規定による命令に違反した者 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（抜すい） 

（昭和46年政令第300号） 

 

（政令で定める市の長による事務の処理） 

第二十七条  法に規定する都道府県知事の権限に属する事務のうち、次に掲げる事務以外

の事務は、地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に

規定する指定都市の長及び同法第二百五十二条の二十二第一項に規定する中核市の長

（以下この条において「指定都市の長等」という。）が行うこととする。この場合にお

いては、法の規定中当該事務に係る都道府県知事に関する規定は、指定都市の長等に関

する規定として指定都市の長等に適用があるものとする。 

一 法第十二条の七第一項の認定（当該認定を受けようとする者が産業廃棄物の収集又

は運搬を当該都道府県内の一の指定都市の長等の管轄区域内のみにおいて行おうとする

場合及び産業廃棄物の収集若しくは運搬に係る積替え又は処分若しくは再生を指定都市

の長等の管轄区域内において行おうとする場合における認定を除く。）に関する事務 

二 法第十二条の七第七項の規定による変更の認定（前号に規定する認定に係るものに

限る。）に関する事務 

三 法第十二条の七第九項の規定による届出の受理（第一号に規定する認定に係るもの

に限る。）に関する事務 

四 法第十二条の七第十項の規定による認定の取消し（第一号に規定する認定に係るも

のに限る。）に関する事務  

 五 法第十四条第一項及び第十四条の四第一項の規定による許可（当該都道府県内の一

の指定都市の長等の管轄区域内のみにおいて業として行おうとする産業廃棄物の収集又

は運搬に係る許可及び産業廃棄物の積替えを行う区域において業として行おうとする産

業廃棄物の収集又は運搬に係る許可を除く。）に関する事務  

六 法第十四条の二第一項及び第十四条の五第一項の規定による変更の許可（前号に規

定する許可に係るものに限る。）に関する事務  

七 法第十四条の二第三項において読み替えて準用する法第七条の二第三項及び第四項

並びに法第十四条の五第三項において読み替えて準用する法第七条の二第三項及び第四

項の規定による届出の受理（第五号に規定する許可に係るものに限る。）に関する事務  

八 法第十四条の三（法第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

による命令（第五号に規定する許可に係るものに限る。）に関する事務  

九 法第十四条の三の二（法第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）の

規定による許可の取消し（第五号に規定する許可に係るものに限る。）に関する事務  

十 法第二十条の二第一項の規定による登録に関する事務  

十一 法第二十三条の三及び第二十三条の四の規定による意見の聴取（第五号に規定す

る許可に係るものに限る。）に関する事務  

２ 第五条の五（第七条の四において読み替えて準用する場合を含む。）第六条の七の二及



２６ 

 

び第十六条の四に規定する都道府県知事の権限に属する事務は、指定都市の長等が行う

こととする。この場合においては、これらの規定中都道府県知事に関する規定は、指定

都市の長等に関する規定として指定都市の長等に適用があるものとする。 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（抜すい） 

（昭和46年厚生省令第35号） 

 

（管理票交付者の報告書）  

第八条の二十七  法第十二条の三第七項の規定による管理票に関する報告書は、産業廃棄

物を排出する事業場（同一の都道府県（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市若しくは同法第二百五十二条の二十二第

一項に規定する中核市又は大牟田市にあつては、市）の区域内に設置が短期間であり、

又は所在地が一定しない事業場が二以上ある場合には、当該二以上の事業場を一の事業

場とする。）ごとに、毎年六月三十日までに、その年の三月三十一日以前の一年間にお

いて交付した管理票の交付等の状況に関し、様式第三号により作成し、当該事業場の所

在地を管轄する都道府県知事に提出するものとする。 
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     日本標準産業分類 大・中分類一覧（平成25年10月改定） 

    
大分類 中分類 

A 農業，林業 01 農業 

02 林業 

B 漁業 03 漁業（水産養殖業を除く） 

04 水産養殖業 

C 鉱業，採石業，砂利採取業 05 鉱業，採石業，砂利採取業 

D 建設業 
06 総合工事業 

07 職別工事業（設備工事業を除く） 

08 設備工事業 

E 製造業 

09 食料品製造業 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 

11 繊維工業 

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 

13 家具・装備品製造業 

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 

15 印刷・同関連業 

16 化学工業 

17 石油製品・石炭製品製造業 

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 

19 ゴム製品製造業 

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 

21 窯業・土石製品製造業 

22 鉄鋼業 

23 非鉄金属製造業 

24 金属製品製造業 

25 はん用機械器具製造業 

26 生産用機械器具製造業 

27 業務用機械器具製造業 

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

29 電気機械器具製造業 

30 情報通信機械器具製造業 

31 輸送用機械器具製造業 

32 その他の製造業 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 

33 電気業 

34 ガス業 

35 熱供給業 

36 水道業 

G 情報通信業 

37 通信業 

38 放送業 

39 情報サービス業 

40 インターネット付随サービス業 

41 映像・音声・文字情報制作業 

H 運輸業，郵便業 

42 鉄道業 

43 道路旅客運送業 

44 道路貨物運送業 

45 水運業 

46 航空運輸業 

47 倉庫業 

48 運輸に附帯するサービス業 

49 郵便業（信書便事業を含む） 
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I 卸売業，小売業 

50 各種商品卸売業 

51 繊維・衣服等卸売業 

52 飲食料品卸売業 

53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 

54 機械器具卸売業 

55 その他の卸売業 

56 各種商品小売業 

57 織物・衣服・身の回り品小売業 

58 飲食料品小売業 

59 機械器具小売業 

60 その他の小売業 

61 無店舗小売業 

J 金融業，保険業 

62 銀行業 

63 協同組織金融業 

64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関 

65 金融商品取引業，商品先物取引業 

66 補助的金融業等 

67 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 

K 不動産業，物品賃貸業 
68 不動産取引業 

69 不動産賃貸業・管理業 

70 物品賃貸業 

L 
学術研究，専門・技術サー

ビス業 

71 学術・開発研究機関 

72 専門サービス業（他に分類されないもの） 

73 広告業 

74 技術サービス業（他に分類されないもの） 

M 宿泊業，飲食サービス業 
75 宿泊業 

76 飲食店 

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

N 
生活関連サービス業，娯楽

業 

78 洗濯・理容・美容・浴場業 

79 その他の生活関連サービス業 

80 娯楽業 

O 教育，学習支援業 81 学校教育 

82 その他の教育，学習支援業 

P 医療，福祉 
83 医療業 

84 保健衛生 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 

Q 複合サービス事業 86 郵便局 

87 協同組合（他に分類されないもの） 

R 
サービス業（他に分類されな

いもの） 

88 廃棄物処理業 

89 自動車整備業 

90 機械等修理業（別掲を除く） 

91 職業紹介・労働者派遣業 

92 その他の事業サービス業 

93 政治・経済・文化団体 

94 宗教 

95 その他のサービス業 

96 外国公務 

S 
公務（他に分類されるものを

除く） 

97 国家公務 

98 地方公務 

T 分類不能の産業 99 分類不能の産業 
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産業廃棄物の種類及び体積（立方メートル）から重量（トン）への換算例（環境省参考値） 

産業廃棄物の種類 換算係数 

1 燃え殻 1.14  

2 汚泥 1.10  

3 廃油 0.90  

4 廃酸 1.25  

5 廃アルカリ 1.13  

6 廃プラスチック 0.35  

7 紙くず 0.30  

8 木くず 0.55  

9 繊維くず 0.12  

10 
食料品製造業、医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した動物又は植物に係る固

形状の不要物（動植物性残さ） 
1.00  

11 とさつし、又は解体した獣畜及び食鳥処理した食鳥に係る固形状の不要物（動物系固形不要物） 1.00  

12 ゴムくず 0.52  

13 金属くず 1.13  

14 
ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶磁器

くず（ガラスくず等） 
1.00  

15 鉱さい 1.93  

16 
工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたコンクリートの破片その他これに類する不要物（がれ

き類） 
1.48  

17 動物のふん尿 1.00  

18 動物の死体 1.00  

19 ばいじん 1.26  

20 
産業廃棄物を処分するために処理したものであって、前各号に掲げる産業廃棄物に該当しないもの

（１３号廃棄物） 
1.00  

21 建設混合廃棄物 0.26  

22 廃電気機械器具 1.00  

23 感染性産業廃棄物 0.30  

24 廃石綿等 0.30  

【注１】上記の換算係数は１立方メートル当たりのトン数（ｔ／立米）。 

【注２】この換算表はあくまでマクロ的な重量を把握するための参考値という位置付けであることに留意されたい。 

【注３】特別管理産業廃棄物のうち、感染性産業廃棄物及び廃石綿等以外については、それぞれ１－１９に該当する

品目の換算係数に準拠。 

【注４】「２ｔ車１台」といったような場合には、積載した廃棄物の体積を推計し、それに上記換算係数を掛けることにより

トン数を計算する方法がある。 
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７ 問い合わせについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告の内容に関するお問い合わせは、福岡県 環境部 監視指導課 まで 

電話番号（直通）０９２－６４３－３３９７ 

※ 月曜日から金曜日（祝祭日、年末年始を除く）のAM8:30～PM５:１５ 

 

 

 

 

 

 

 

こ の 項 目

に は 何 を

入 力 し た

ら い い

の？ 

こ の 項 目

の 意 味

は？ 

操作方法に関するお問い合わせは、「電子申請サービスヘルプデスク」まで。 

電話：０１２０－４７０－５７０ 

毎日９時から１７時（土日祝日及び１２月２９日から１月３日は除く） 

お問い合わせフォーム： 

https://shinsei.pref.fukuoka.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=Qm6QMcMb 

（お問い合わせは24時間受け付けておりますが、ご回答は翌営業日以降とさせて頂きます。）  

 

ロ グ イ ン

の 仕 方 が

分 か り ま

せん。 

エ ラ ー の

意 味 が 分

か り ま せ

ん。 

データの

保存方法

は？ 
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